
参考３ 

大量雇用変動届制度の概要 
 

 

１ 趣 旨 

  事業所において、一時的に大量に雇用が減少して、その地域の労働力需給

に影響を及ぼすおそれがある場合に、公共職業安定所長が事業主から届出を

受け、職業安定機関等が所要の措置を講ずることにより、このような事態に

迅速かつ的確に対処しようとするもの。 

 

 

２ 届出の要件 

  １の事業所において、1 月以内の期間に、日々又は期間を定めて雇用されて

いる者等を除いて、自己の都合又は自己の責に帰すべき理由によらないで離

職する者（天災事変その他やむを得ない事由のために事業継続が不可能とな

り離職する者を除く。）の数が 30 人以上の場合、離職日の少なくとも 1 月前

に公共職業安定所に提出しなければなりません。 

  なお、再就職援助計画の申請をした場合においては、大量雇用変動の届出

をしたものとみなされます。 

 

 

３ 国の措置 

 ① 離職前からの労働者その他関係者に対する雇用情報の提供、広範囲にわ

たる求人開拓、職業紹介 

 ② 公共職業訓練機関における職業訓練 

 

 


